
(証券コード 7952)
平成26年６月６日

　

株 主 各 位

静岡県浜松市中区寺島町200番地

代表取締役
社 長 河 合 弘 隆

第87期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第87期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成26年６月25日（水曜日）午後５時までに到

着するようご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成26年６月26日（木曜日）午前10時

2. 場 所 静岡県浜松市中区寺島町200番地 当社本社10号館

3. 目 的 事 項

報 告 事 項

1. 第87期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）事業報告の内容、

連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類

監査結果報告の件

2. 第87期（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）計算書類の内容報

告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の配当の件

第２号議案 株式併合の件

第３号議案 定款一部変更の件

第４号議案 取締役８名選任の件

第５号議案 監査役１名選任の件

第６号議案 補欠監査役１名選任の件
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4. その他株主総会招集に関する事項

(1)議決権の不統一行使を行う株主様は、株主総会の日の３日前までに、書面をも

ってその旨および理由をご通知ください。

(2)本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表および個別注記表に

つきましては、法令および当社定款第15条の定めに基づき、インターネット上

の当社ウェブサイト（http://www.kawai.co.jp/ir/kabu/sokai.asp)に掲載し

ておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、監

査役および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、添付書類に

記載したもののほか、当社ウェブサイトに掲載いたしました連結注記表および

個別注記表を含んでおります。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(お願い)　 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご

提出くださいますようお願い申しあげます。

(お知らせ) 添付書類および株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合には、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kawai.co.jp）に掲載さ

せていただきます。
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添付書類

事 業 報 告

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、現政権の経済・金融政策への期待感か

ら株価が上昇し、消費税増税前の駆け込み需要の影響による個人消費の改善もあ

り、景気回復の動きがみられました。

　一方、世界経済は米国では緩やかな回復基調にあるものの、欧州の景気は低迷

が続き、中国をはじめとしたアジア経済の成長鈍化、ウクライナ情勢の緊迫化な

ど先行き不透明な状況で推移しました。

　このような経営環境のもと、当社グループは「グローバルブランドを確立す

る」、「音楽文化の普及に貢献する」、「お客様や株主の皆様からの高い信頼を得

る」、「収益性を高め継続的な発展を目指す」を長期ビジョンとした「第４次中期

経営計画」（平成25年４月～平成28年３月）の遂行に取り組んでまいりました。

　同計画の初年度にあたる当連結会計年度は、当社の主力商品であるアップライ

トピアノの『Ｋシリーズ』を８年ぶりにモデルチェンジするなど商品力を高める

とともに、最高級グランドピアノ『Shigeru Kawai』を軸とした高付加価値商品の

プロモーション活動の強化、主要ショップの整備や国内外での音楽教室の積極展

開などを推進し、ブランド力の向上と販売拡大に努めました。また、素材加工事

業におきましても、自動車関連部品を中心に受注量の拡大と生産効率の向上に注

力しました。一方、当社グループのさらなる事業拡大と企業価値の向上を目指し

て、株式会社全音楽譜出版社の全株式を取得し子会社化いたしました。

　その結果、楽器販売が堅調に推移したことに加え、為替による押し上げや自動

車関連部品の売上増加などにより、当グループの売上高は 60,387百万円（前年度

比 5,647百万円 10.3％増)となりました。このうち国内売上高は 41,071百万円

（前年度比 2,173百万円 5.6％増)となり、海外売上高は 19,316百万円（前年度比

3,474百万円 21.9％増）でした。

　損益につきましては、営業利益は 売上高の増加により 1,911百万円(前年度比

740百万円増益)、経常利益は為替差益の発生もあり 2,517百万円(前年度比 823百

万円増益)となり、当期純利益は 1,547百万円(前年度比 604百万円増益)となりま

した。

　また、総資産は 44,694百万円（前年度比 7,812百万円増）、有利子負債は

5,423百万円（前年度比 2,246百万円増）となりました。
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　事業の種類別セグメントの状況は以下のとおりであります。

＜楽 器 事 業＞

　当セグメントは、国内では『Shigeru Kawai』を軸としたブランドイメージの向

上に注力したことに加え、アップライトピアノの新モデル投入効果や、消費税増

税前の駆け込み需要の影響もあり、ピアノ・電子ピアノともに増加しました。海

外では、北米においてピアノ販売が堅調に推移し、欧州では電子ピアノ販売が伸

長しました。中国でのピアノ販売は、経済成長鈍化の影響を受けた第３四半期ま

での遅れを挽回し前年比増加となりました。

　この結果、売上高は 29,907百万円（前年度比 4,135百万円 16.0％増）となり、

営業利益は国内での高付加価値商品の販売増加や国内外での電子ピアノの売上増

加により 244百万円（前年度比 544百万円増益）となりました。

＜教育関連事業＞

　当セグメントは、つくばエクスプレス沿線など人口増加エリアを中心に音楽教

室を開設し、新規生徒募集に積極的に取り組んだことにより新入生徒数は増加し

たものの、既存教室の生徒数減少をカバーするには至らず、売上高は 17,027百万

円(前年度比 341百万円 2.0％減)となり、営業利益は 1,205百万円（前年度比

138百万円減益）となりました。

＜素材加工事業＞

　当セグメントは、電子電気部品の金属材料加工、銑鉄鋳物の製造販売、自動車

関連部品の材料加工、防音室・音響部材の生産販売等が主な内容です。CVT関連部

品の受注が増加し、また消費税増税前の駆け込み需要の影響もあり防音室の販売

が堅調に推移しました。

　この結果、売上高は 10,283百万円(前年度比 1,427百万円 16.1％増)となり、

営業利益は 637百万円（前年度比 172百万円増益）となりました。

＜情報関連事業＞

　当セグメントは、ＩＴ機器の販売・保守およびコンピュータソフトウェアの販

売等が主な内容です。ＩＴ機器の販売増加により、売上高は 2,952百万円（前年

度比 442百万円 17.6％増）となり、営業損失は 5百万円（前年度比 8百万円改

善）となりました。

＜その他＞

　その他の事業は、金融関連事業、保険代理店等の事業で構成されており、売上

高は 216百万円（前年度比 16百万円 6.9％減）となり、営業損失は 22百万円（
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前年度比 10百万円改善）となりました。

事業セグメント別売上高

区 分

第86期
(24.4～25.3)

第87期
(当連結会計年度)
(25.4～26.3)

前年度比
増減額
(△は減)
(百万円)

前年度比
増減率
(△は減)
(％)売上高(百万円) 構成比(％) 売上高(百万円) 構成比(％)

楽 器 事 業 25,772 47.1 29,907 49.5 4,135 16.0

教 育 関 連 事 業 17,368 31.7 17,027 28.2 △ 341 △ 2.0

素 材 加 工 事 業 8,856 16.2 10,283 17.0 1,427 16.1

情 報 関 連 事 業 2,510 4.6 2,952 4.9 442 17.6

そ の 他 232 0.4 216 0.4 △ 16 △ 6.9

合 計 54,740 100.0 60,387 100.0 5,647 10.3

　

　(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度の設備投資は1,770百万円であります。その内訳は生産関係設備

に対する投資が1,003百万円、営業関係設備に対する投資が766百万円であります。

　

　(3) 資金調達の状況

　上記の設備投資に必要な資金については、自己資金および金融機関からの借入

によりまかなっております。

　

　(4) 対処すべき課題

　今後の経済情勢につきましては、国内における消費税増税による反動の影響、

欧州経済の低迷や中国およびアジア諸国の成長鈍化、またウクライナの政情不安

による世界経済への影響が懸念され、予断を許さない状況が続くものと思われま

す。

こうした中、当社グループは「第４次中期経営計画」において、「世界の音楽文

化創造の担い手としての責任と誇りを持ち、着実な成長と発展を目指す」という

将来ビジョンのもと、成長戦略と構造改革の諸施策を着実に遂行し、利益確保に

努めてまいります。

　楽器事業では、最高級グランドピアノ『Shigeru Kawai』を軸としたプロモーシ

ョン活動を国内外で展開するとともに、店舗等の販売基盤の整備を進め、高付加

価値商品の販売拡大に努めてまいります。また、子会社化した株式会社全音楽譜

出版社との間で商品や販売網の相互作用による相乗効果を発揮し、事業の拡大を

図ってまいります。

　教育関連事業は、人口増加エリアを中心に音楽教室の新設やコースの拡充を進

めるとともに、体育事業では、地方公共団体の指定管理者制度を活用した施設運
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営など事業拡大を図ってまいります。

　素材加工事業においては、金属事業では自動車ＣＶＴ向け材料加工分野での世

界№１企業を目指し関連部品の受注拡大を図るとともに、引き続き、半導体、Ｃ

ＶＴに次ぐ第３の柱の構築を図ってまいります。

　これらの施策を実施することにより安定的な利益を確保し、着実な成長を図っ

てまいる所存であります。

　株主の皆様には、引き続き一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげ

ます。
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　(5) 財産および損益の状況

期別
区分

第84期
(22.4～23.3)

第85期
(23.4～24.3)

第86期
(24.4～25.3)

第87期
(当連結会計年度)
(25.4～26.3)

売 上 高 (百万円) 58,601 58,058 54,740 60,387

経 常 利 益 (百万円) 2,269 2,500 1,694 2,517

当 期 純 利 益 (百万円) 1,859 1,608 943 1,547

１株当たり当期純利益 (円) 21.75 18.81 11.06 18.28

総 資 産 (百万円) 37,747 36,525 36,882 44,694

純 資 産 (百万円) 13,692 14,758 16,032 17,062

(注) １株当たり当期純利益は自己株式を除いた期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。

　

　(6) 重要な親会社および子会社の状況

　 ①親会社との関係

　該当事項はありません。

　 ②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主な事業内容

カワイアメリカコーポレーション 28,000 千US$ 100.0％ 米国における楽器の卸販売

カ ワ イ ヨ ー ロ ッ パ GmbH 7,358 千Eur 100.0 欧州における楽器の卸販売

PT. カ ワ イ イ ン ド ネ シ ア 10,600 千US$ 100.0 楽器および楽器部品の製造

カワイ精密金属株式会社 200,000 千円 100.0
精密異形圧延技術による各種
金属の加工および販売

(注) PT.カワイインドネシアの出資比率は、子会社の出資分を含めた比率であります。

　

　(7) 主要な事業内容

事 業 部 門 主 な 事 業 内 容

楽 器 事 業 楽器（ピアノ、電子楽器等）の製造仕入・販売、楽器の調律・修理

教 育 関 連 事 業
音楽教室および体育教室の運営、楽譜および音楽教育用ソフトの制作・
販売

素 材 加 工 事 業
電子電気部品用金属材料の加工、銑鉄鋳物の製造・販売、自動車部品用
材料の加工、防音室および音響部材の製造・販売

情 報 関 連 事 業 ＩＴ機器の販売・保守、コンピュータソフトウェアの開発・販売

　

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月22日 22時31分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40 20131220_01）



　(8) 主要な営業所および工場

　 ①当社の主要な営業所および工場

名 称 所 在 地

本 社 浜松市中区

関 東 支 社 東京都渋谷区

中 部 支 社 名古屋市中区

関 西 支 社 大阪市中央区

竜 洋 工 場 静岡県磐田市

　 ②主要な子会社の事業所

＜販売会社＞

名 称 所 在 地

カ ワ イ ア メ リ カ コ ー ポ レ ー シ ョ ン アメリカ

カ ワ イ ヨ ー ロ ッ パ GmbH ドイツ

河 合 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 中国

＜生産会社＞

名 称 所 在 地

PT. カ ワ イ イ ン ド ネ シ ア インドネシア

河 合 楽 器 ( 寧 波 ) 有 限 公 司 中国

カ ワ イ 精 密 金 属 株 式 会 社 浜松市北区および長野県松本市

　

　(9) 従業員の状況

　 ①企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

2,917名 105名増

　 ②当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

1,414名 14名増 　 46.4歳 　 23.8年

(注) 上記の他に出向者 227名（前事業年度末比 17名増）および臨時従業員 218名（前事業年度末
比 3名減）がおります。
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(10) 主要な借入先

借 入 先 名 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,972百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 765

株 式 会 社 静 岡 銀 行 642

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 630

　

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

　

2. 会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 342,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 84,660,424株（自己株式950,184株を除く）

　(3) 株主数 8,371名

　(4) 大株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 河 合 社 団 4,778千株 5.6％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,705 4.3

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,909 3.4

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 2,750 3.2

カ ワ イ 従 業 員 持 株 会 2,740 3.2

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 2,700 3.1

河 合 楽 器 取 引 先 持 株 会 2,331 2.7

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 2,250 2.6

株 式 会 社 静 岡 銀 行 2,040 2.4

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,592 1.8

(注) 持株比率については自己株式（950,184株）を控除して計算しております。

　

3. 新株予約権等に関する事項

　(1) 当社役員が保有している新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　(2) 当事業年度中に使用人等に対して交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 河 合 弘 隆

一般財団法人カワイサウンド技術・音楽振興財団 代表
理事

カワイ精密金属株式会社 取締役

株式会社河合社団 監査役

取 締 役 佐 野 良 夫 副社長執行役員・総務人事部長

取 締 役 村 上 二 郎

専務執行役員・楽器製造本部長

PT.カワイインドネシア 取締役

上海カワイ電子有限公司 董事長

メルヘン楽器株式会社 代表取締役社長

取 締 役 金 子 和 裕 常務執行役員・総合企画部長兼経理財務部長

取 締 役 小 倉 克 夫 相談役

取 締 役 稲 垣 誠
上席執行役員・素材加工事業担当

カワイ精密金属株式会社 取締役

取 締 役 日 下 昌 和 上席執行役員・国内営業本部長

取 締 役 西 尾 正由紀

上席執行役員・海外統括部長

カワイヨーロッパGmbH 取締役

カワイアメリカコーポレーション 取締役

取 締 役 片 桐 一 成 片桐一成法律事務所

監 査 役 ( 常 勤 ) 河 崎 哲 男 PT.カワイインドネシア コミサリス（監査役）

監 査 役 ( 常 勤 ) 鈴 木 秀 一 カワイ精密金属株式会社 監査役

監 査 役 都 築 知 也 都築知也税理士事務所

監 査 役 田 畑 隆 久 田畑公認会計士事務所

(注) 1. 取締役 片桐一成氏は社外取締役であります。
2. 監査役 都築知也氏および田畑隆久氏は社外監査役であります。
3. 当社は、取締役 片桐一成氏、監査役 都築知也氏および田畑隆久氏を株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 監査役 都築知也氏は税理士の資格を有し、各地の税務署長を歴任され、監査役 田畑隆久

氏は公認会計士の資格を有し、ともに財務および会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。

5. 取締役 稲垣誠氏、取締役 日下昌和氏、取締役 西尾正由紀氏および監査役 鈴木秀一氏は、
平成25年６月27日開催の第86期定時株主総会において新たに選任され、就任いたしました。

6. 取締役 大窪素雄氏は、平成25年６月27日開催の第86期定時株主総会終結の時をもって、任
期満了により退任いたしました。

7. 監査役 嶋岡伸治氏は、平成25年６月27日開催の第86期定時株主総会終結の時をもって辞任
いたしました。
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　(2) 取締役および監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要

取 締 役 10名 155,823千円 (うち社外取締役 1名 5,775千円)

監 査 役 5名 39,870千円 (うち社外監査役 2名 13,860千円)

合 計 15名 195,693千円

(注) 1. 取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記の人数には、平成25年６月27日開催の第86期定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役１名および監査役１名を含んでおります。
3. 平成元年６月29日開催の第62期定時株主総会において、取締役の報酬額は、月額2,000万円

以内（ただし、使用人分給与を含まない）、監査役については月額400万円以内と決議いた
だいております。

　

　(3) 社外役員に関する事項

　 ①重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。

　 ②特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

　 ③当事業年度における主な活動状況

　 取締役会および監査役会への出席状況および発言状況

取締役会 監査役会 発 言 状 況

取締役 片桐一成
9 回 中 9 回
（100％） ―

弁護士として、法的見地から適宜意見を述べ、取
締役会の意思決定の適法性・妥当性を確保するた
めの助言・提言を行っております。

監査役 都築知也
9 回 中 8 回
（88.8％）

12回中10回
（83.3％）

税理士として、財務・会計の見地から適宜意見を
述べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための助言・提言を行っております。

監査役 田畑隆久
9 回 中 9 回
（100％）

12回中12回
（100％）

公認会計士として、財務・会計の見地から適宜意
見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言を行っております。

　 ④責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額で

あります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社

外監査役が職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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5. 会計監査人の状況

　(1) 名 称 明治監査法人

　(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 37,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

37,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬
等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

　当社では、会計監査人の独立性および監査体制その他の職務の実施に関する体

制を考慮し、監査役と十分な連携をとりつつ、会計監査人の解任または不再任の

決定を行う方針であります。取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある

場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、また

は監査役会の請求に基づき、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の

目的とすることといたします。また会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

る項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会において、解任の旨およびその理由を報告いたします。

　(4) 責任限定契約の内容の概要

　責任限定契約は締結しておりません。

　(5) 当社子会社の会計監査人の状況

　当社の重要な子会社のうち、カワイアメリカコーポレーション、カワイヨーロ

ッパGmbH、PT.カワイインドネシアは、当社の会計監査人以外の公認会計士または

監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査

（会社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の規

定によるものに限る）を受けております。

　

6. 会社の体制および方針

　(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社では、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するため

の体制」について、取締役会にて決議しております。その概要は以下のとおりで

あります。

イ．取締役ならびに従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制

(a) 当社は、株主の皆様や国内外の顧客、取引先、地域社会、従業員等の当社

ステークホルダーに対する企業価値の向上が経営の基本と考え、その実現
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　 に向け、当社グループの担っている社会的責任を自覚し、日常の業務遂行

において、法令等の遵守のみならず、社会的規範に則った行動を目指し、

コンプライアンス重視の企業風土を醸成すべく、当社グループの全役員お

よび従業員等が遵守すべき事項を定めた「カワイ倫理規範」、「倫理行動規

準」を制定、施行しております。この規範等の徹底を図るため、「コンプラ

イアンス規程」および関連規程類を整備するとともに、社外の有識者を加

えた「企業倫理委員会」を設置し、コンプライアンス上の重要な事項の審

議および社内への教育・啓蒙を行っております。

(b) 当社グループ全体のコンプライアンスに関わる相談・通報システムとして、

社内通報制度を構築し、その展開に努めております。

(c) 内部監査部門では、当社グループ全体のコンプライアンス面での社内周知

の徹底状況等の監査を行っております。

(d) 株主・投資家の皆様へは、情報開示のための社内体制を整備し、財務報告

をはじめ各種情報の迅速かつ正確な情報開示により経営の透明性を高める

よう努めております。

　 ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報・文書の保存および管理については、「文書管理

規程」、「情報セキュリティ管理規程」および関連規程類を整備し、その対象、

保存すべき期間等を明確化するとともに、必要に応じてその運用状況の検証、

規程類の見直しを進めております。

　 ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 当社は、当社グループ全体としての総合的、包括的リスクの評価、管理を

行うため、「リスクマネジメント基本規程」を制定、施行するとともに、当

社取締役を責任者とする「リスクマネジメント委員会」を設置し、その傘

下に部門横断的分野別の防災、安全衛生、コンプライアンス、環境問題、

情報セキュリティ等の各委員会を設置しております。

(b)「リスクマネジメント委員会」においては、関連する規程類の整備および運

用状況の確認、要員へのリスクを想定した訓練、研修カリキュラム等を企

画実行するとともに、全社リスク管理状況を定期的に取締役会に報告する

ものとしております。

(c) 不測の事態が発生した場合には、当社取締役を責任者とする「緊急対策本

部」をただちに設置し、迅速な対応と損害の拡大を防止する体制を整備す

ることとしております。

　 ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 当社では、執行役員制度を採用することにより、取締役を少人数に留め、

取締役会における意思決定を迅速化させるとともに、「執行役員規程」等に

基づき、執行役員に業務執行権限を委譲し、執行責任を明確にする体制を
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　 とっております。

(b) 当社は、変化の激しい経営環境に対応するため、取締役会を定期的に開催

するほか、適宜臨時に開催し、法令・定款で定められた事項、その他当社

グループ全体の経営戦略、中長期の経営方針等の重要事項の決定および経

営計画の遂行状況、各取締役の業務執行状況の監督を行っております。

(c) 取締役会における審議内容の充実と効率性の向上を図るため、経営テーマ

に応じて経営会議を設置し、集中的に審議する体制を整えております。

　 ホ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a) 当社グループにおける業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を

整備し、各子会社および関係会社に対しては、当社としての担当役員およ

び管掌部門を置き、子会社および関係会社における経営状況等の総括的管

理を行う体制をとっております。

(b) 内部監査部門は、当社規程に準じて、各子会社および関係会社における業

務執行状況、当社との取引状況等を評価、監査するものとしております。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該

従業員に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合には、当社は

必要に応じて監査役の職務の補助をなす従業員を配置するものとし、配置にあ

たっての具体的な内容については、監査役会の意見を十分考慮して検討いたし

ます。

　なお、本年５月末日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき

従業員を置くことについては求めておりません。

　 ト．監査役がその職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助すべき従業員の任命、異動等の人事については、監査役

会の意見を尊重した上で行うものといたします。

チ．取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

(a) 取締役および従業員は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見

したときは、直ちに監査役に報告するものとしております。

(b) 監査役は、必要に応じ、経営会議等重要な会議に出席し、取締役および従

業員から報告を受け、また議事録、稟議書等重要な文書の閲覧を行うこと

ができるものとしております。

　 リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 当社は、監査役に対し、当社取締役および当社会計監査人とそれぞれ必要

に応じ、十分な意見交換を行う機会を設けることにより、監査役監査の実

効性を高めることに努めてまいります。

(b) 内部監査部門は、監査役と十分な連携を保ち、当社監査体制と内部統制シ
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　 ステム体制との調整を図り、監査役監査の実効性を高めることに努めてま

いります。

　(2) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社では、平成18年６月29日開催の第79期定時株主総会において、剰余金の配

当等の決定については、株主総会の決議とともに取締役会の決議によっても行う

ことができる旨（当社定款第41条）の決議をいただいておりますが、期末配当金

につきましては、定時株主総会の決議により決定することとしております。

　また、剰余金の配当方針としましては、各事業年度の業績とともに今後の経営

環境ならびに事業展開を考慮し、経営基盤の安定化に向けた内部留保を確保しつ

つ、株主各位への安定的な剰余金の配当を行うことを基本方針とし、連結配当性

向20％以上を目標としております。また、当社は中間配当制度を設けております

が、現在は期末配当のみを行うこととしております。

　この配当方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては１株につき４

円50銭とさせていただきたく、平成26年６月26日開催予定の第87期定時株主総会

において付議させていただきます。

　(3) 会社の支配に関する基本方針

イ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者（以下「方針決定

を支配する者」といいます。）の在り方について、基本的には、株主の皆様の自

由な判断に基づいた当社株式の自由な取引を通じて決定されるべきものである

と考えており、上場企業として多様な投資家の皆様に当社の株主となっていた

だき、また、その様々なご意見を当社の財務および事業の方針の決定に反映さ

せることが望ましいと考えております。

　昨今のわが国の資本市場においては、経営陣の同意なく、会社支配権の取得

を意図して株式を大量に買付けようとする事例も少なくありません。このよう

な買付けの中には、当社および当社グループの顧客、取引先、地域社会、従業

員等ステークホルダーの利益を著しく損なう蓋然性の高いものや、株主の皆様

に十分な判断の時間や判断の材料を与えないものなど、当社の企業価値および

株主共同の利益に照らして望ましくない買付けが行われることも予想される状

況にあります。

　当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望まし

くない買付けを行おうとする者に対して、方針決定を支配する者となる機会を

与えることは、株主の皆様からの様々な意見を当社の財務および事業の方針の

決定に反映させるためには望ましくないものと考えております。

　また、当社事業の主軸は音楽・教育分野にあり、これら事業は単にハードや
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ソフトを提供することにとどまるものではなく、文化に深く関わる事業である

と考えております。このような事業の運営においては、経済的側面のみならず

文化的側面も視野に入れたバランスのとれた経営姿勢が不可欠であると考えて

おります。かかる観点から、方針決定を支配する者においては、このような経

営姿勢についても、十分にご理解をいただけることが望ましいと考えておりま

す。

　 ロ．基本方針に関する取組み

(a) 財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資す

る特別な取組み

　当社は、以下のような取組みを鋭意実行することが、当社の企業価値お

よび株主共同の利益を向上させることとなり、さらなる多様な投資家の皆

様からの当社への投資を促進させ、結果として、上記イ．の基本方針の実

現に資するものであると考えております。

(ⅰ) 当社は、平成28年３月までの３ヵ年を対象期間とする「第４次中期経

営計画」を、平成25年４月１日よりスタートさせております。「第４次中

期経営計画」では、事業の選択と集中を行い堅実な成長と利益の確保を

図ることを基本方針に、構造変革による収益力のある成長企業を目指す

とともに、国内楽器事業で培った三位一体体制のグローバルな展開に取

り組んでまいります。

(ⅱ) 当社は適切な組織体制の構築のために、以下の取組みを行っておりま

す。

　当社は、意思決定の迅速化と経営陣の責任の明確化のために、執行役

員制度を採用して業務執行と監督の分離に取り組むとともに、取締役の

任期を１年として、ガバナンス体制の強化を図っております。

　また当社は、独立性の高い社外監査役を選任し、取締役の業務執行の

監査に当たらせております。加えて、平成24年６月からは新たに社外取

締役を選任することによりさらなるガバナンスの強化を図っております。

(ⅲ) 上記のほかにも、機関投資家や証券アナリストへの説明会の開催、個

人投資家向けのIR活動の推進により株主の皆様との長期安定的な信頼関

係の構築に努めてまいります。

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、基本方針に照らし不適切な者によって当社の財務および事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、平成

19年６月28日開催の第80期定時株主総会における株主の皆様のご承認によ

り当社株式の大規模買付行為に関する対応方針を導入し、平成25年６月27

日開催の第86期定時株主総会における株主の皆様のご承認により内容を一
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部改定のうえ、新たな対応方針として更新しております。

ハ．当社の取組みが、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

　 (a) ロ．(a) の取組みについて

 「第４次中期経営計画」に掲げました施策に関する当社の取組みは、究極

的にはステークホルダー全体の利益を実現するための施策として当社経営

陣に課せられた課題であると考えておりますので、株主共同の利益を害す

るものではなく、また、当社の会社役員の地位を維持することを目的とす

るものでもありません。

　執行役員制度、取締役の１年任期制、社外取締役の採用、社外監査役に

よる取締役の業務執行監査については、いずれも適正な業務執行を担保す

るために導入したものであり、株主共同の利益を害することにはなりませ

んし、また当社の会社役員の地位を維持するためのものでもありません。

　機関投資家や証券アナリストへの説明会の開催、個人投資家向けのIR活

動の推進についても、株主共同の利益を害するものではなく、投資家の皆

様の判断に資することを目的として行おうとするものですので、当社の会

社役員の地位を維持するものでもないと考えております。

　 (b) ロ．(b) の取組みについて

　本プランは、以下のような点から、基本方針に沿い、株主共同の利益を

害するものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでは

ないものと考えております。

(ⅰ) 本プランの内容は、大規模買付者に対して事前に大規模買付情報の提

供、および大規模買付行為の是非を判断する時間を確保することを求め

ることによって、大規模買付者の提案に応じるか否かについて株主の皆

様の適切な判断を可能とするものです。したがって、株主共同の利益を

害するものではなく、基本方針に沿う内容となっております。

(ⅱ) 本プランにおいて、対抗措置が発動される場合としては、大規模買付

者が予め定められた大規模買付ルールを遵守しない場合や、当社企業価

値および株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に限定してお

ります。このように、対抗措置の発動は当社の企業価値および株主共同

の利益に適うか否かという観点から決定することとしておりますので、

基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、また、当社の

会社役員の地位の維持を目的としないものとしております。

(ⅲ) 本プランにおいては、独立性の高い社外者を構成員とした独立委員会

を設置し、対抗措置の発動を当社取締役会が判断するにあたっては、独

立委員会の勧告を最大限尊重することとしております。また、当社取締

役会において、必要に応じて外部専門家等の助言を得ることができるも
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　 のとしております。このように、対抗措置を発動できる場合か否かの判

断について、当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組みを備え

る内容となっており、株主共同の利益を害するものではなく、また、当

社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないといえます。

　本プランは、更新後３年毎に、本プランの期間更新または廃止について、定時株

主総会の議案として上程し、株主の皆様に対して本プランの継続の是非をお諮りす

ることとしております。また、取締役の任期を１年としていることを前提として、

毎年、定時株主総会における取締役の選任議案に各取締役候補者の本プランに関す

る賛否を記載するとともに、定時株主総会後、最初に開催される取締役会において、

株主の皆様より選任された取締役が本プランの継続または廃止の決議を行い、決議

結果を速やかに株主および投資家の皆様へ開示することとしております。

　このように、本プランの継続については、株主の皆様の意思が直接反映されるよ

う努めており、株主共同の利益を害することのないよう、また、当社の会社役員の

地位の維持につながることのないよう努めております。

(注) 本事業報告に記載の金額および株式数は表示未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成26年３月31日現在

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 25,387,689 流 動 負 債 14,188,662

現 金 及 び 預 金 9,387,763 支払手形及び買掛金 4,251,590

受取手形及び売掛金 6,529,551 短 期 借 入 金 4,117,135

商 品 及 び 製 品 4,345,478 未 払 金 1,814,349

仕 掛 品 1,422,607 未 払 法 人 税 等 741,616

原材料及び貯蔵品 1,638,702 未 払 事 業 所 税 47,802

繰 延 税 金 資 産 789,536 賞 与 引 当 金 853,224

未 収 入 金 558,638 製 品 保 証 引 当 金 63,470

前 払 費 用 440,230 そ の 他 2,299,473

そ の 他 447,238

貸 倒 引 当 金 △172,057

固 定 資 産 19,306,659 固 定 負 債 13,443,616

有形固定資産 14,938,798 長 期 借 入 金 1,306,224

建 物 及 び 構 築 物 5,239,868 リ ー ス 債 務 139,214

機械装置及び運搬具 2,079,818 繰 延 税 金 負 債 82,204

土 地 6,479,447 環 境 対 策 引 当 金 44,713

リ ー ス 資 産 184,744 老朽化設備対策引当金 90,000

建 設 仮 勘 定 380,393 退職給付に係る負債 10,831,787

そ の 他 574,526 資 産 除 去 債 務 653,001

無形固定資産 1,285,676 そ の 他 296,470

ソ フ ト ウ ェ ア 256,635 負 債 合 計 27,632,278

の れ ん 534,003 純 資 産 の 部

そ の 他 495,037 株 主 資 本 18,083,033

投資その他の資産 3,082,184 資 本 金 6,609,762

投 資 有 価 証 券 1,225,042 資 本 剰 余 金 744,565

繰 延 税 金 資 産 354,049 利 益 剰 余 金 10,888,094

そ の 他 1,771,735 自 己 株 式 △159,387

貸 倒 引 当 金 △268,642 その他の包括利益累計額 △1,058,022

その他有価証券評価差額金 251,310

為替換算調整勘定 358,134

退職給付に係る調整累計額 △1,667,467

少数株主持分 37,059

純 資 産 合 計 17,062,070

資 産 合 計 44,694,349 負債及び純資産合計 44,694,349
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

(単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 60,387,990

売 上 原 価 45,686,191

売 上 総 利 益 14,701,798

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,789,971

営 業 利 益 1,911,827

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 67,513

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 24,625

為 替 差 益 585,539

そ の 他 200,066 877,745

営 業 外 費 用

支 払 利 息 57,986

そ の 他 213,911 271,897

経 常 利 益 2,517,674

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,097

受 取 補 償 金 30,023

補 助 金 収 入 33,322 66,443

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 59,836

減 損 損 失 136,681

老 朽 化 設 備 対 策 引 当 金 繰 入 額 90,000 286,517

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,297,600

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,000,254

法 人 税 等 調 整 額 △231,010 769,243

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,528,356

少 数 株 主 損 失 △19,207 △19,207

当 期 純 利 益 1,547,563
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連結株主資本等変動計算書
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成25年４月１日残高 6,609,762 744,565 9,679,179 △159,013 16,874,493

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △338,649 △338,649

当 期 純 利 益 1,547,563 1,547,563

自 己 株 式 の 取 得 △373 △373

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

-

連結会計年度中の変動額合計 - - 1,208,914 △373 1,208,540

平成26年３月31日残高 6,609,762 744,565 10,888,094 △159,387 18,083,033

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

平成25年４月１日残高 244,090 △1,132,758 - △888,668 46,419 16,032,244

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 - △338,649

当期純利益 - 1,547,563

自己株式の取得 - △373

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

7,219 1,490,893 △1,667,467 △169,354 △9,360 △178,714

連結会計年度中の変動額合計 7,219 1,490,893 △1,667,467 △169,354 △9,360 1,029,826

平成26年３月31日残高 251,310 358,134 △1,667,467 △1,058,022 37,059 17,062,070
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書
平成26年５月22日

株式会社 河合楽器製作所

　 取 締 役 会 御 中

明 治 監 査 法 人

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 堀 江 清 久 ㊞

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 笹 山 淳 ㊞

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 塚 越 継 弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社河合楽器製作所の平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社河合楽器製作所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書（謄本）

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第87期事業年度

に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計

算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実

施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に

応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計

算書類について検討いたしました。

2. 監査の結果

　会計監査人明治監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年５月23日

株式会社 河合楽器製作所 監査役会

常勤監査役 河崎 哲男 ㊞

常勤監査役 鈴木 秀一 ㊞

社外監査役 都築 知也 ㊞

社外監査役 田畑 隆久 ㊞
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貸 借 対 照 表
平成26年３月31日現在

(単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 14,550,880 流 動 負 債 12,236,065
現 金 及 び 預 金 4,728,922 支 払 手 形 937,887
受 取 手 形 343,642 買 掛 金 2,116,921
売 掛 金 4,043,555 短 期 借 入 金 4,691,000
商 品 及 び 製 品 1,370,588 1年内返済予定長期借入金 545,268
仕 掛 品 803,758 未 払 金 1,466,320
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 660,036 未 払 法 人 税 等 507,999
前 渡 金 18,906 未 払 事 業 所 税 34,500
前 払 費 用 302,177 未 払 消 費 税 等 142,677
繰 延 税 金 資 産 336,168 未 払 費 用 480,761
短 期 貸 付 金 134,584 前 受 金 140,696
未 収 入 金 1,720,480 前 受 収 益 52,735
そ の 他 111,059 預 り 金 182,295
貸 倒 引 当 金 △23,000 賞 与 引 当 金 666,540

固 定 資 産 19,421,981 資 産 除 去 債 務 12,448
有形固定資産 9,761,917 設 備 購 入 支 払 手 形 35,670
建 物 2,903,474 設 備 購 入 未 払 金 163,262
構 築 物 137,147 リ ー ス 債 務 54,080
機 械 及 び 装 置 529,584 そ の 他 5,000
車 両 運 搬 具 4,305 固 定 負 債 10,301,701
工具、器具及び備品 347,632 長 期 借 入 金 1,174,487
土 地 5,538,244 リ ー ス 債 務 136,515
リ ー ス 資 産 181,520 退 職 給 付 引 当 金 7,993,920
建 設 仮 勘 定 120,007 環 境 対 策 引 当 金 36,288

無形固定資産 480,419 老朽化設備対策引当金 90,000
借 地 権 27,000 資 産 除 去 債 務 653,001
電 話 加 入 権 72,151 預 り 保 証 金 217,369
ソ フ ト ウ ェ ア 233,205 そ の 他 119
そ の 他 148,062 負 債 合 計 22,537,766

投資その他の資産 9,179,644 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 570,812 株 主 資 本 11,220,140
関 係 会 社 株 式 5,236,469 資 本 金 6,609,762
関 係 会 社 出 資 金 1,217,273 資 本 剰 余 金 744,565
長 期 貸 付 金 185,256 資 本 準 備 金 744,565
破 産 更 生 債 権 等 14,858 利 益 剰 余 金 4,025,200
長 期 前 払 費 用 12,698 利 益 準 備 金 226,314
繰 延 税 金 資 産 546,450 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,798,885
敷 金 1,287,020 固定資産圧縮積立金 19,985
そ の 他 128,805 繰 越 利 益 剰 余 金 3,778,899
貸 倒 引 当 金 △20,000 自 己 株 式 △159,387

評価・換算差額等 214,955
その他有価証券評価差額金 214,955

純 資 産 合 計 11,435,095
資 産 合 計 33,972,861 負債及び純資産合計 33,972,861
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損 益 計 算 書
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

(単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 48,650,016

売 上 原 価 38,609,707

売 上 総 利 益 10,040,308

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,385,592

営 業 利 益 654,716

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 369,678

為 替 差 益 522,017

そ の 他 252,035 1,143,731

営 業 外 費 用

支 払 利 息 61,014

そ の 他 211,333 272,347

経 常 利 益 1,526,099

特 別 利 益

　固 定 資 産 売 却 益 627

　土 地 売 却 益 700

　受 取 補 償 金 30,023

　補 助 金 収 入 31,803

　投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 17,900 81,055

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 59,334

減 損 損 失 135,922

老 朽 化 設 備 対 策 引 当 金 繰 入 額 90,000 285,256

税 引 前 当 期 純 利 益 1,321,898

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 482,501

法 人 税 等 調 整 額 △329,886 152,615

当 期 純 利 益 1,169,282
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株主資本等変動計算書
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

平成25年４月１日残高 6,609,762 744,565 744,565 192,449 - 3,002,117 3,194,567

事業年度中の変動額

剰余金の配当 - △338,649 △338,649

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立

- 33,864 △33,864 -

固定資産圧縮積立金の積立 - 20,726 △20,726 -

固定資産圧縮積立金の取崩 - △740 740 -

当 期 純 利 益 - 1,169,282 1,169,282

自己株式の取得 - - -

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

- - -

事業年度中の変動額合計 - - - 33,864 19,985 776,782 830,632

平成26年３月31日残高 6,609,762 744,565 744,565 226,314 19,985 3,778,899 4,025,200

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成25年４月１日残高 △159,013 10,389,881 225,513 10,615,394

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △338,649 △338,649

剰余金の配当に伴う
利益準備金の積立

- -

固定資産圧縮積立金の積立 - -

固定資産圧縮積立金の取崩 - -

当 期 純 利 益 1,169,282 1,169,282

自己株式の取得 △373 △373 △373

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

- △10,558 △10,558

事業年度中の変動額合計 △373 830,259 △10,558 819,700

平成26年３月31日残高 △159,387 11,220,140 214,955 11,435,095
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書
平成26年５月22日

株式会社 河合楽器製作所

　 取 締 役 会 御 中

明 治 監 査 法 人

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 堀 江 清 久 ㊞

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 笹 山 淳 ㊞

代 表 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 塚 越 継 弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社河合楽器製作所の平成25年４月
１日から平成26年３月31日までの第87期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書（謄本）

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第87期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
　

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定
款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業
報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、
取締役会その他における審議の状況を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討
いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検討いたしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規
則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を
損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めま
す。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人明治監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成26年５月23日
株式会社 河合楽器製作所 監査役会

常勤監査役 河 崎 哲 男 ㊞

常勤監査役 鈴 木 秀 一 ㊞

社外監査役 都 築 知 也 ㊞

社外監査役 田 畑 隆 久 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

　第１号議案　剰余金の配当の件

　当社は、各事業年度の業績とともに今後の経営環境ならびに事業展開を考慮し、

経営基盤の安定化に向けた内部留保を確保しつつ、株主各位への安定的な剰余金

の配当を行うことを基本方針とし、現在は原則として期末配当のみを行うことと

しております。

当事業年度の期末配当金につきましては株主各位の日頃のご支援にお応えする

ため、以下のとおりといたしたく存じます。

　期末配当に関する事項

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項およびその額

　 当社普通株式１株につき金４円50銭といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は380,971,908円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成26年６月27日といたしたいと存じます。

第２号議案　株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

全国証券取引所では「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、すべて

の国内上場会社の売買単位を100株に統一することを目標としております。

株式会社東京証券取引所に上場する当社といたしましては、かかる趣旨を尊

重して、当社株式の売買単位を100株とすることとし、投資単位の水準や株主様

の権利に出来る限り影響を及ぼすことがないよう、株式の併合を行い、株式併

合の効力発生と同時に、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更する予定

であります。

２．併合の割合

当社普通について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。

なお、株式併合の結果、１株未満の端数が生じた場合は、会社法第234条およ

び第235条に基づき、この売却または買取りを実施し、その代金を端数の生じた

株主様に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

３．株式併合の効力発生日

平成26年10月１日

４．その他

本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が承認可決され

ることを条件といたします。
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なお、その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いた

いと存じます。

第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

(1) 第２号議案「株式併合の件」が承認可決されることを条件として、併合比

率に応じて発行可能株式総数を減少させるため現行定款第６条を変更すると

ともに、単元株式数を1,000株から100株に変更するため現行定款第８条を変

更するものであります。

(2) 上記(1)の変更の効力は、第２号議案における株式併合の効力発生日である

平成26年10月１日をもって発生する旨の附則を設けるものであります。

　なお、本附則は、株式併合の効力発生日経過後、削除するものといたしま

す。

２．変更の内容

　 現行定款の一部を下記の変更案のとおり改めるものであります。

　 (下線は変更部分を示します。)

現行定款 変更案

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
　 3億4千2百万株とする。

（単元株式数）
第８条 当会社の単元株式数は、1,000

株とする。

（新 設）

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
　 3千4百2十万株とする。

（単元株式数）
第８条 当会社の単元株式数は、100株
　 とする。

附 則 第６条（発行可能株式総数）お
よび第８条（単元株式数）の変
更は、平成26年10月１日をもっ
て効力が発生するものとする。
なお、本附則は平成26年10月１
日の経過後、これを削除する。
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　第４号議案　取締役８名選任の件

　現任取締役全員９名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

　なお、取締役候補者全員は、第86期定時株主総会の決議により更新いたしまし

た当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）に賛成する旨を表

明しております。

候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、地位、担当

および重要な兼職の状況

所有する当

社株式の数

１
河
か わ い

合　弘
ひ ろ た か

隆

(昭和22年６月27日生)

昭和51年１月 当社入社

株

1,109,000

昭和54年８月 当社取締役

昭和58年８月 当社常務取締役

昭和60年８月 当社代表取締役専務

昭和62年６月 当社代表取締役副社長

平成元年10月 当社代表取締役社長（現任）

(重要な兼職の状況)
一般財団法人カワイサウンド技術・音楽振興財団
代表理事

カワイ精密金属株式会社 取締役
株式会社河合社団 監査役

２
佐
さ の

野　良
よ し お

夫

(昭和24年12月12日生)

昭和40年４月 当社入社

株
102,000

平成14年６月 株式会社カワイハイパーウッド

代表取締役社長

平成16年８月 当社塗装事業部長

平成19年６月 当社執行役員

平成21年６月 当社取締役（現任）

当社上席執行役員

当社総務人事部長（現任)

平成23年６月 当社副社長執行役員（現任）

３
村
む ら か み

上　二
じ ろ う

郎

(昭和24年5月26日生)

昭和53年４月 当社入社

株

35,000

平成16年４月 当社電子楽器事業部長

平成17年６月 当社執行役員

平成23年４月 メルヘン楽器株式会社

代表取締役社長（現任）
　 ６月 当社取締役（現任）

当社上席執行役員

平成24年６月 当社常務執行役員
平成25年４月 当社楽器製造本部長（現任）

　 ６月 当社専務執行役員（現任）

(重要な兼職の状況)
メルヘン楽器株式会社 代表取締役社長
ＰＴ.カワイインドネシア 取締役
上海カワイ電子有限公司 董事長
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候補者

番 号

氏 名

（生年月日）

略歴、地位、担当

および重要な兼職の状況

所有する当

社株式の数

４ 金
か ね こ

子　和
か ず ひ ろ

裕

(昭和28年11月10日生)

昭和53年４月 当社入社

株
45,000

平成元年４月 株式会社浜名湖国際頭脳センター

出向

平成21年２月 当社秘書室長

平成22年５月 当社総合企画部長（現任）

平成23年６月 当社取締役（現任）

当社上席執行役員

平成25年４月 当社経理財務部長（現任）

　 ６月 当社常務執行役員（現任）

５
日
く さ か

下　昌
ま さ か ず

和
　
(昭和28年11月12日生)

昭和51年３月 当社入社

株
24,000

平成16年４月 当社関東支社副支社長

平成20年２月 当社中部支社長

　 ６月 当社執行役員

平成21年２月 当社関東支社長

平成25年４月 当社国内営業本部長（現任）

　 ６月 当社取締役（現任）
当社上席執行役員（現任）

６
西
に し お

尾　正 由 紀
ま さ ゆ き

(昭和28年12月24日生)

昭和52年４月 当社入社

株
29,000

平成17年２月 当社マーケティング戦略室長

平成18年２月 当社海外統括部営業部長

平成20年８月 当社執行役員

平成25年４月 当社海外統括部長（現任）

　 ６月 当社取締役（現任）

当社上席執行役員（現任）

(重要な兼職の状況)
カワイアメリカコーポレーション 取締役
カワイヨーロッパＧｍｂＨ 取締役

７
片
か た ぎ り

桐　一
い ち せ い

成

(昭和22年７月９日生)

昭和60年４月 弁護士登録

株
3,000

片桐一成法律事務所開設

平成22年６月 当社補欠監査役

平成24年６月 当社社外取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
片桐一成法律事務所 代表

*８ 伊
い と う

藤　照
て る ゆ き

幸

昭和53年４月 当社入社

株

平成16年４月 当社関東支社中関東営業部長

平成20年10月 当社国内営業本部音楽教育部長

(昭和28年９月１日生)
（現任） 16,000

平成22年２月 当社執行役員（現任）

（注）１．＊は新任候補者であります。
　 ２．取締役候補者 河合弘隆氏は一般財団法人カワイサウンド技術・音楽振興財団の代表理事

を兼ね、当社は同財団に対する寄付金の拠出ならびに建物の賃貸借等の取引関係がありま
す。
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　 ３．取締役候補者 村上二郎氏は上海カワイ電子有限公司董事長を兼ね、当社は同社との間に
電子ピアノの購入等の取引関係があります。

　 その他の各取締役候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
４．社外取締役に関する事項は以下のとおりであります。
　 ①取締役候補者 片桐一成氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を株式会社

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
　 ②取締役候補者 片桐一成氏を社外取締役の候補者とした理由は、弁護士としての豊富な知

見および高い見識を有され、専門的見地から当社経営に対し、有用な助言、監督をいた
だいており、引き続き適切な指導をいただくことを期待するためであります。なお、同
氏は、これまで社外取締役または社外監査役となること以外の方法で直接会社経営に関
与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂
行できるものと判断いたしました。

　 ③取締役候補者 片桐一成氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役就任期
間は本総会終結の時をもって２年間となります。

　 ④当社は社外取締役がその期待される役割を十分に発揮されるよう、会社法第427条第１項
の規定に基づき、取締役候補者 片桐一成氏との間において、会社法第423条第１項の損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、
法令に定める最低責任限度額であり、当該責任限定が認められるのは、職務を行うにつ
き善意でかつ重大な過失がないときに限られます。なお、本議案が承認可決され、同氏
が再選された場合、引き続き上記責任限定契約を継続する予定であります。

　第５号議案　監査役１名選任の件

本総会終結の時をもって監査役 河崎哲男氏が辞任されますので、監査役１名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、監査役候補者は監査役 河崎哲男氏の補欠として選任されることになりま

すので、その任期は当社定款第31条第２項の定めにより、退任される監査役の任

期の満了する時までとなります。

　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏名

（生年月日）

略歴、地位

および重要な兼職の状況

所有する当

社株式の数

小
お ぐ ら

倉　克
か つ お

夫

(昭和23年11月１日生)

昭和47年４月

平成13年２月

平成16年６月

平成17年６月

平成18年６月

平成23年６月

平成25年６月

当社入社

当社楽器事業本部海外統括部長

カワイヨーロッパGmbH支配人

当社上席執行役員

当社海外統括部長

当社取締役（現任）

当社常務執行役員

当社相談役（現任）

　 株
93,000

（注）１．監査役候補者は新任候補者であります。
２．監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

　第６号議案　補欠監査役１名選任の件

　当社の補欠監査役の選任決議の有効期間が本総会開始の時までとなっておりま

すので、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備えて、社外監査役

である都築知也氏および田畑隆久氏の補欠の社外監査役として、あらかじめ補欠

監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
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　なお、本議案における選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、

取締役会の決議によりその選任の効力を取り消すことができるものとさせていた

だきます。

　また、本議案に関しましてはあらかじめ監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏名

（生年月日）

略歴、地位

および重要な兼職の状況

所有する当

社株式の数

中
な か の

野　好
よ し ふ み

文

(昭和23年５月10日生)

昭和42年３月

平成14年７月

平成18年７月

平成19年７月

平成20年８月

税務大学校名古屋研修所卒業

浜松東税務署長

名古屋国税局課税第二部次長

静岡税務署長

税理士開業

　 株
0

(重要な兼職の状況)

中野好文税理士事務所代表

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．中野好文氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３．中野好文氏を補欠監査役候補者とした理由は、各地の税務署長等を歴任され、また税理士

として税務および会計に関し豊富な知見および高い見識を有され、それらを当社監査体制
の強化に活かしていただくことが期待でき、社外監査役としての職務遂行が適切に遂行で
きるものと判断したためであります。

４．中野好文氏が社外監査役に就任した場合には、当社は会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は同法第425条第1項に定める最低責任限度額であ
り、当該責任限定が認められるのは、職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないとき
に限られます。また、当社は同氏を独立役員として指定し、株式会社東京証券取引所に届
け出る予定であります。

　
　以上
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〈メ モ 欄〉
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●

バス
ターミナル

タクシー●

●タクシー

●スルガ銀行

太陽生命●

アクトシティ

曳
馬
・
中
田
島
線

至 中田島砂丘

至 名古屋

新　幹　線
至 東京

東海道本線

バス停
『河合楽器』

河合楽器通り

JR浜松駅

株主総会会場
　当社本社10号館

クラウンパレス
浜松

株主総会会場ご案内図

会 場 静岡県浜松市中区寺島町200番地

当社本社 10号館

交 通 ＪＲ浜松駅より 徒歩10分

遠鉄バス 遠州浜行 河合楽器下車
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